子どもの権利条約第4・5回日本政府報告の検討と報告制度の効果的活用 by 荒牧 重人
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日本政府は、2017年 ６ 月30日に国連 ・ 子どもの権利委員会（以下、ＣＲＣ）
に対して児童の権利に関する条約（以下、子どもの権利条約）第 ４ ・ ５ 回日本
政府報告（別添文書 ３ つを含む）を提出し、 ７ 月12日に外務省のウェブサイト
（「児童の権利条約」のページ http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/jido/index.
html）で公表した（資料 １ に「目次」）。提出期限は2016年 ５ 月21日だったの
で、 １ 年以上遅れての提出である（以下、〔　〕内の数字は第 ４ ・ ５ 回日本政
府報告の該当パラグラフ番号）。
ＣＲＣによる第 ３ 回日本審査は2010年 ５ 月に行われたが、今回の政府報告で











子どもの権利条約の審査に関連するものとしては、2016年 ６ 月に国連 ・ 障害
者権利委員会に対する第 １ 回日本政府報告が、また2017年 ７ 月には国連 ・ 人種
差別撤廃委員会に対する第10 ・ 11回日本政府報告が出されている（いずれも審
査日程は未定）。また、2017年11月には国連 ・ 人権理事会による日本の第 ３ 回
UPR（普遍的定期審査）がなされる。
小論では、これまでのＣＲＣによる日本審査と総括所見（最終見解
concluding observations　第 １ 回：1998年、第 ２ 回：2004年、第 ３ 回：2010
年）をふまえながら、関連する人権条約の総括所見や日本政府報告を適宜参照
して、子どもの権利条約第 ４ ・ ５ 回日本政府報告を検討し、報告制度のあり方
を提示する（資料 ２ に総括所見比較表）。
１ 　第 ４ ・ ５ 回日本政府報告を検討するにあたって
今回の政府報告は、ＣＲＣの「定期報告書ガイドライン　第 ３ 版」（CRC/











































（ ４ ）　喜多明人 ・ 荒牧重人 ・ 森田明美 ・ 内田塔子編『子どもにやさしいまちづくり』第 １ 集























































・ 子どもの権利に関する包括的な法律の制定〔第 ３ 回11 ・ 12〕





体 ・ 市民社会および子どもを含む関係パートナーと協議 ・ 協力をしながら策





・ 子どもの実態および子ども施策 ・ 活動に関するデータを条約が対象とするす
べての分野で適切かつ的確に収集し蓄積すること〔同21 ・ 22〕





②　ところが、第 ４ ・ ５ 回日本政府報告では、これらの勧告に対して十分な応
答がなされていない。たとえば立法措置については、「子どもの権利に関する
包括的法律」の検討には触れず、いくつかの法改正措置を列挙するにとどまっ






































































































































































































































































































































２ ．児童の定義（第 １ 条）
３ ．一般原則（第 ２ 条、 ３ 条、 ６ 条、12条）
（ １ ）差別の禁止（第 ２ 条）
（ ２ ）児童の最善の利益（第 ３ 条）、児童の意見の尊重（第12条）




４ ．市民的権利及び自由（第 ７ 条、 ８ 条、13～17条）
（ １ ）出生登録、氏名及び国籍（第 ７ 条）















６ ．家庭環境及び代替的な監護（第 ５ 条、 ９ ～11条、18条 １ 項 ・ ２ 項、20条、
21条、25条、27条 ４ 項）
（ １ ）家庭環境、父母の指導（ ５ 条）
（ ２ ）父母の共通の責任、父母への支援、児童の養護のための役務の提供（18
条）
（ ３ ）父母からの分離（ ９ 条）







７ ．障害、基礎的な保健及び福祉（第 ６ 条、18条 ３ 項、23条、24条、26条、27
条 １ ～ ３ 項、33条）
（ １ ）障害を有する児童（23条）
（ ２ ）健康及び保健サービス（24条）
（ ３ ）伝染病 ・ 非伝染病
（ ４ ）リプロダクティブ ・ ヘルスの権利
（ ５ ）薬物乱用（33条）
（ ６ ）社会保障及び児童の養護のための役務の提供及び施設（26条、18条 ３ 項）














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































⒋ 市 民 的 権 利 ・
自 由
⒉ 子 ど も
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⒐ 特 別 な 保 護 措 置
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